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第１章 ⿃取市公設地⽅卸売市場経営戦略策定の背景及び本報告書の⽬的 

１．⿃取市公設地⽅卸売市場経営戦略策定の背景及び本報告書の⽬的 

⿃取市公設地⽅卸売市場（以下「⿃取市場」という。）は、⿃取市が開設者として卸売市場法、⿃取
県地⽅卸売市場条例及び⿃取市公設地⽅卸売市場条例に基づき設置した地⽅卸売市場であり、現在は、
指定管理者である協同組合⿃取総合⾷品卸売市場が運営を⾏っている。主に⿃取県東部圏域（１市４町
（⿃取市・岩美町・若桜町・智頭町・⼋頭町））の⽣鮮⾷料品や花き等の流通に係る拠点として、安定
的な供給・適正な価格形成等における中⼼的役割を担っている。 

昭和４８年の開場後、４４年が経過し、施設・設備においては著しい⽼朽化が進んでおり、⿃取市が
平成２７年度に、場内の４施設（⻘果棟、⽔産物棟、花き棟、管理事務所）の耐震診断を⾏った結果、
国が定める構造耐震指標のＩＳ値の基準の半分以下であるとの判定を受け、早急に建物の耐震化あるい
は建替を⾏う必要性があると認められる。加えて、現在⽣鮮⾷料品等を扱う施設にはコールドチェーン
（⽣鮮⾷品を⽣産・輸送・消費の過程で途切れることなく低温に保つ物流⽅式）の機能が必須となって
いるにもかかわらず、その整備ができていない状況にある。 

このように現在の⿃取市場は、施設の⽼朽化や⽣鮮⾷料品等の流通に関する社会的要請を満たすこと
が出来ない状況となっている。この間、卸売市場を取り巻く環境も⼤きく変化し、市場及び場内事業者
（卸売業者・関連事業者）の経営環境及び状況も⼀段と厳しさが増しており、さらに、法改正に関する
議論が熱を帯び、卸売市場のあり⽅そのものが⼤きな変⾰の過渡期にあるといえる。 

こうした状況を踏まえ、⿃取市は、平成２６年に総務省より要請のあった「⿃取市公設地⽅卸売市場
経営戦略」（以下、「経営戦略」という。）の策定を計画しているところであり、本報告書では、経営戦
略策定に当たっての判断基準に資するため、⿃取市場の経営⾯及び施設⾯等についての⻑所短所を明ら
かにした上で、⿃取市場が⽬指すべき卸売市場の姿や、今後開設者としての市及び市場関係者が取り組
むべき⾏動指針について提案を⾏うものである。 
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③
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（３）卸売市場法の改正点 
図表 16 は旧市場法の枠組み、図表 17 は新市場法の枠組みを図⽰したものである。主な改正点

は図表 17 に太字で⽰したとおりである。 

図表 16 旧市場法の枠組み 
 

 中央卸売市場 地⽅卸売市場 

業
者
の
許
認
可 

開設者 
農林⽔産⼤⾂による認可が必要 
都道府県や⼈⼝ 20 万⼈以上の市に限る 
開設区域制 

都道府県知事による許可が必要 
開設者には制限なし 

卸売業者 農林⽔産⼤⾂の許可が必要 
都道府県知事による許可が必要 
（必要に応じ都道府県知事が条例で規定） 

仲卸業者 市場開設者の許可が必要 法律上特段の規定なし 
（必要に応じ都道府県知事が条例で規定） 売買参加⼈ 市場開設者の承認が必要 

取
引
規
制
等 

卸売業者 

売買取引の⽅法の設定 
差別的取り扱いの禁⽌ 
受託拒否の禁⽌ 
第三者販売の原則禁⽌ 
商物⼀致の原則 
卸売の相⼿⽅としての買受の禁⽌ 

売買取引の⽅法の設定 
差別的取り扱いの禁⽌ 
 
（必要に応じ都道府県知事が条例で規定） 

仲卸業者 
販売の委託の引き受けの禁⽌ 
直荷引きの原則禁⽌ 

法律上特段の規定なし 
（必要に応じ都道府県知事が条例で規定） 

その他 
代⾦決済の確保 
卸売予定数量等の公表 

卸売予定数量等の公表 
（必要に応じ都道府県知事が条例で規定） 

（出典）農林⽔産省「卸売市場を含めた流通構造について」（平成 29 年） 
 

図表 17  新市場法の枠組み（太字は旧市場法からの変更点） 
 

 中央卸売市場 地⽅卸売市場 

業
者
の
許
認
可 

開設者 
農林⽔産⼤⾂による認定 

開設者には制限なし 

開設区域制は撤廃 

都道府県知事による認定 

開設者には制限なし 

卸売業者 農林⽔産⼤⾂の許可が必要 
都道府県知事による許可が必要 

（必要に応じ都道府県知事が条例で規定） 

仲卸業者 市場開設者の許可が必要 法律上特段の規定なし 

（必要に応じ都道府県知事が条例で規定） 売買参加⼈ 市場開設者の承認が必要 

取
引
規
制
等 

開設者 

差別的取り扱いの禁⽌ 

卸売の数量及び価格等の公表 

取引参加者への指導・助⾔等 

売買取引、代⾦決済の⽅法の策定と公表 

差別的取り扱いの禁⽌ 

卸売の数量及び価格等の公表 

取引参加者への指導・助⾔等 

売買取引、代⾦決済の⽅法の策定と公表 

共通ルール 

売買取引の⽅法の設定 

差別的取り扱いの禁⽌ 

受託拒否の禁⽌（中央卸売市場のみ） 

代⾦決済の⽅法の設定 

売買取引の条件、結果の公表 

売買取引の⽅法の設定 

差別的取り扱いの禁⽌ 

代⾦決済の⽅法の設定 

売買取引の条件、結果の公表 

その他 
第三者販売、直荷引きの禁⽌、商物⼀致の原

則等を定める場合には、共通ルールに反しな

い範囲で市場ごとに定める 

第三者販売、直荷引きの禁⽌、商物⼀致の原則等

を定める場合には、共通ルールに反しない範囲で

市場ごとに定める 
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（４）⿃取市公設地⽅卸売市場条例の現状 
新市場法では卸売業者等に対する規制が⼤きく緩和されたが、現状の「⿃取市公設地⽅卸売市

場条例」で規定している⿃取市場の取引規制等は、図表 18 に⽰すとおりである。特に太字で⽰し
た項⽬については、新市場法で⼤幅に規制緩和されており、後述する⿃取市場の取扱実績等も踏
まえて、今後、さらなる販路拡⼤を図ろうとするのであれば、関係者に配慮しながら、積極的に
規制を緩和するのが望ましい。 

併せて、市場取引の透明性を確保するための「取引条件の公表」「取引結果の公表」等の対象が
拡⼤されたことを受けては、情報公開についての規定を⾒直す必要がある。 

 
図表 18 ⿃取市公設地⽅卸売市場条例における規定等 

 

業者の許認可 買受⼈ 
※仲卸業者はなし ・⿃取市⻑の承認が必要 

取引規制等 

卸売業者 

・売買取引の⽅法の設定 
・差別的取り扱いの禁⽌及び受託拒否の禁⽌ 
・第三者販売の原則禁⽌（例外規定有り） 
・商物⼀致の原則（例外規定有り） 
・卸売の相⼿⽅としての買受の禁⽌ 
・卸売予定数量等の公表 等 

その他 
・衛⽣上有害な物品の売買禁⽌（市⻑） 
・物品の品質管理の⽅法の設定（市⻑） 
・買受代⾦の⽀払い義務（買受⼈） 等 

 
（5）第１０次卸売市場整備基本⽅針について 

前述のとおり、旧市場法で規定されていた農林⽔産⼤⾂の「卸売市場整備基本⽅針」策定義務
は廃⽌されるが、これまで数次に亘って、⾒直しを繰り返しながら策定されてきたことを踏まえ
れば、現時点で最新の「第１０次卸売市場整備基本⽅針」が卸売市場の整備に当たって、最も遵
守すべき基準であることに違いはない。 

当該整備基本⽅針においては、卸売市場の適正な配置の推進が求められており、加えて、市場
施設や設備等について、「経営戦略に即した計画的な整備・配置」、「⾼品質な⽣鮮⾷料品等の効率
的な集荷、選別等への対応」、「多様なサービスに応じる加⼯処理、貯蔵・保管、輸送施設」、「品
質管理の⾼度化」、「輸出先の求めへの対応」、「環境負荷の低減」、「外気の影響を遮断」、「場内搬
送経路の最適化」、「情報通信技術の活⽤」及び「展⽰・⾒学施設など関連施設の整備」などの基
本的指標が⽰されている。 

また、卸売業者及び仲卸業者に対しても経営近代化の⽬標が⽰されている。 
 

（6）卸売市場法改正に関するまとめ 
⿃取市場は、「新市場法での規制緩和に呼応した積極的な規制緩和への取組」、「市場取引の透明

性確保のための情報公開規定の⾒直し」、「施設・設備⾯での社会的要請への対応」及び「市場運
営の経営的展開による⼀層の機能・役割の強化」が、法等により求められる状況にある。 
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（7）⾷品流通構造改善促進法改正の概要 
⾷品流通構造改善促進法は、⾷品流通全体を振興する仕組みとして、⾷品流通の構造改善事業

に取り組む事業者に対し、⾦融等の⽀援措置を講じていたが、近年の社会情勢の変化を受け、物
流の効率化や情報通信技術の活⽤、品質・衛⽣管理の⾼度化等を⾒据えた⾒直しが必要であった。 

このような中、「⾷品等の流通の合理化及び取引の適正化に関する法律」（以下「⾷品等流通合
理化法」という。）と名称が変更された改正後の新法において、⾷品流通の合理化に関する基本⽅
針が定められ、その⽅針に沿った事業再編等に対する⾦融⽀援を拡充することが⽰された。 

また、国が事業者の取引を定期調査し、不公正な取引があれば公正取引委員会に通知すること
が新たに盛り込まれている。なお、⾷品等流通合理化法は、公布から半年を超えない範囲で施⾏
するとされている。 

改正の概要は以下のとおりである。 
 

ⅰ．⾷品等の流通の合理化に関する基本⽅針の制定 

⾷品流通の合理化を推進すべく、農林⽔産⼤⾂が新たに「⾷品等の流通の合理化に関する基本
⽅針」を定めることが⽰された。⽅針の⼤枠は以下のとおりである。 

図表 19 ⾷品等の流通の合理化に関する基本⽅針 
 

① ⾷品等の流通の効率化に関する措置 
② ⾷品等の流通における品質管理及び衛⽣管理の⾼度化に関する措置 
③ ⾷品等の流通における情報通信技術その他の技術の活⽤に関する措置 
④ ⾷品等に係る国内外の需要への対応に関する措置 

 

ⅱ．事業者への⾦融⽀援の拡⼤ 

図表 19 で⽰した基本⽅針に沿って⾷品等の流通の合理化を図る事業を実施しようとする者は、
⾷品等流通合理化計画を作成し、農林⽔産⼤⾂の認定を受けることができる。この認定を受けた
ものに対しては、⾷品流通構造改善促進機構の債務保証や⽇本政策⾦融公庫の融資等の従来から
の⽀援に加え、農林漁業成⻑産業化⽀援機構（Ａ－ＦＩＶＥ）の出資も受けられるようになるこ
とが⽰された。 

 

ⅲ．⾷品流通における国の役割の明確化 

⾷品等流通合理化法では、売り⼿の⽴場が弱くなりやすい⽣鮮⾷品流通において、⼩売り側（主
に⼤規模なスーパー等の量販店）の買いたたきが激化している等の声が相次いだことを受け、農
林⽔産⼤⾂が⾷品事業者の取引状況を定期的に調査し、調査結果をもとに指導・助⾔することが
定められた。 

⼩売り側による買いたたきや流通拠点（主に⺠間企業が運営する物流センター等）の利⽤料・
協賛⾦の不当な徴収など、不当取引（例．物流センターを利⽤することによって得られる利益を
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上回る負担を求められる）があれば公正取引委員会に通知するとしている。 
⾷品流通の調査や不当取引の公正取引委員会への通知等は、従来も通常の業務として⾏ってい

たものの、法律に盛り込まれるのは今回が初めてであり、国として監視を厳正に⾏うことを明確
化した形となった。 
 
（8）⾷品等流通合理化法への対応 

後述するとおり、施設の⽼朽化や⾮効率性、設備対応の遅れに課題がある⿃取市場においては、
⾷品等流通合理化法に基づき⽰された⾷品等の流通合理化に関する基本⽅針に沿って、物流の効
率化や情報通信技術の活⽤、品質・衛⽣管理の⾼度化などに積極的に取り組む必要がある。 

 
図表 20 ⾷品等流通合理化法への対応例 

 

○ パレット輸送による積み降ろしの円滑化、モーダルシフト、配送の共同化等による物流の
効率化推進 

○ 流通の効率化や消費者ニーズへの対応のための情報通信技術（ICT）等の積極的な導⼊ 
○ コールドチェーンの整備、HACCP による管理など品質・衛⽣管理の強化 
○ 国内市場における加⼯・⼩分け需要への対応や海外市場への輸出

 
図表 20 で⽰した対応例のうち、コールドチェーンに関しては、例えば外⾷チェーン業者では産

地から店舗までの⼀貫したコールドチェーンが整備されている⼀⽅で、卸売市場におけるコール
ドチェーン整備率は図表 21 に⽰すとおり、遅れをとっており、消費者の嗜好に沿った品質・衛⽣
管理が実施できるよう、卸売市場においても更なる整備の推進が求められる。 

 
図表 21 卸売市場におけるコールドチェーン整備状況 

 

⻘果 ⽔産物 花き 
１８％ １７％ １３％ 

（出典）農林⽔産省「卸売市場を含めた流通構造について」（平成 29 年） 

 

同じく対応例のうちＨＡＣＣＰについては、⾷品流通に関する国の⽅針として、平成２７年６
⽉に閣議決定された「⽇本再興戦略」により、取得推進が閣議決定された。 

ＨＡＣＣＰとは「Hazard Analysis and Critical Control Point」の頭⽂字をとったものであり、
国連⾷糧農業機関（ＦＡＯ）と世界保健機関（ＷＨＯ）の合同機関である⾷品規格委員会により
⽰され、各国においてもその導⼊を推奨されている⾷品衛⽣管理の国際基準である。 

その内容は、⾷品事業者が汚染や異物混⼊等の危険要因を把握したうえで、原材料の⼊荷から
製品の出荷に⾄る全⾏程においてそれらの要因を排除するような適切な⼯程管理を⾏い、⾷品の
安全性を確保する⼿法確⽴を求めている。 
 平成３０年６⽉１３⽇に公布された改正「⾷品衛⽣法」においても、すべての⾷品等事業者に、
原則としてＨＡＣＣＰに沿った衛⽣管理の実施が求められている。 
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（9）⾷品流通構造改善促進法改正等に関するまとめ 
⿃取市場は、⾷の安全・安⼼を確保する観点からもコールドチェーンの早期整備と場内事業者

へのＨＡＣＣＰ取得の促進を進める必要性が極めて⾼い。 
 また、物流⾯においては、場内事業者が連携・協⼒して新たな梱包・配送体制を整備するなど、
物流の効率化等を促進することが必要である。 
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売市場の

⿃取市場の概
⽅卸売市場条
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協同組合⿃取総
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⿃取県東部

約
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条例に基づき設

場の概要 

取市公設地⽅卸

⿃取市

総合⾷品卸売市

取県⿃取市南安

年（１９７３年

３２，２３７

 ⽔産物 ・ 花
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２５０，００

 ⽔産物 1 社
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２０２ ⼈

イメージと⾯

開設者は⿃
設置した地⽅

卸売市場 

市場（指定管理

安⻑２丁⽬６９

年）４⽉１⽇ 

㎡ 

花 ・ その他加

部 ・岡⼭県北部

０ ⼈ 

社  花き 1 社

（出典）⿃取市公

⾯積 

⿃取市で、⿃取
⽅卸売市場で

理者） 

９７番地 

加⼯品 

部 

社 

公設地⽅卸売市

取市が⿃
である。 

市場 HP ほか 
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（２）⿃取市場の場内事業者（卸売業者・関連事業者）⼀覧 
⿃取市場の卸売業者は、図表 24 に⽰す⻘果２社、⽔産物 1 社、花き 1 社の計４社である。制度

として位置付けている仲卸業者は存在せず、関連事業者１５社を合わせ、場内事業者は全体で１
９社である。 
 

図表 24  場内事業者⼀覧 
 

区分 名称 取扱品⽬ 

卸売業者 

（４社） 

⿃取協同⻘果㈱ ⻘果 

⿃取中央⻘果㈱ ⻘果 

㈱德⽥商店 ⽔産物 

㈱⿃取花市場 花き 

関連事業者 

（15 社） 

⼭根⻘果㈱ ⻘果 

⿃取マルカ⾷品㈱ ⻘果 

㈱住⾕⻘果 ⻘果 

⿃取廣信⻘果㈲ ⻘果 

吉⽥⻘果 ⻘果 

㈲薮中商店 ⽔産物 

㈱德⽥商店 塩⼲販売 

やまね 塩⼲販売 

㈱マルシン 総合⾷品販売 

⿃取⾷品⼯業㈱ 漬物製造 

㈱幸屋エイ・ピー 漬物製造 

㈱前⽥商店 練り製品製造 

㈱お⾁の店匠 精⾁ 

㈱⼾信 加⼯品 

㈱ニチレイロジスティクス中国 冷蔵庫 
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ⅲ．花・植⽊⼩売店舗の推移（⿃取市場流通圏） 

図表 34 は、⿃取県東部圏域の花・植⽊⼩売店舗数の推移を⽰したものである。平成１８年以降、
特に⿃取市域の⼩売業者の減少が顕著である。なお、全国レベルでの花・植⽊⼩売業の事業所数
も平成 11 年をピークに減少傾向にある。 

 
図表 34 花・植⽊⼩売店舗数の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出典）「経済センサス」、「事業所・企業統計」 
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３．場内事業者へのヒアリングに基づく課題認識 

（１）場内事業者ヒアリング 
⿃取市場に対する場内事業者（卸売業者、関連事業者）の認識について、ヒアリング調査の

結果を以下に⽰す。 
卸売業者・関連事業者共に施設については⽼朽化が進んでいることや、業務を⾏うにあたり

⾯積や機能が不⾜しているという意⾒が⾒られた。新市場法施⾏に伴う規制緩和については、
卸売業者は反対意⾒が多い⼀⽅で、関連事業者からは現状に則した柔軟な対応を求めるとする
意⾒が多かった。 
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図表 35 ⿃取市場の現状に対する卸売業者（４社）の意⾒ 

 
主な取引

先 設備の現状 
法改正について 

今後の再整備について その他 
直荷引きの禁⽌

の緩和 
第三者販売
禁⽌の緩和

商物⼀致の原則
の緩和 

A 

・ 量 販 店
が 6 割程
度を占め
る。 
・ 京 阪 神
の他市場
への転送
もある。 

・場外に⾃社
の冷蔵・加⼯
設備を持って
いる。 
・⾃社の配送
⾞を持ってい
る。配送業者
への委託もあ
る。 

・市場内だけで
取引を⾏っても
らいたい。 

・市場間取引
等、実態とし
ては現状でも
⾏っている。 

・全ての商品を売り
場で⾒てもらうこと
はできないが、基
本的には商品を⾒
て買うべき。 

・より多くの受⼊、保管が可
能なスペースが整備されれ
ば、取扱量はそれに応じて
増やすことができるのではな
いか。 
・関連事業者のうち、場内
で取引の無い事業者は、場
外で営業することも考えられ
るのではないか。 

・出荷量を増やした
いと⾔う⽣産者もい
る。 
・本来の仲卸業者の
役割を担う場内事業
者が必要。 

B 

・量販店
が 7-8 割
程度を占
める。 
・関⻄圏
を中⼼に
県 外 仲
卸への転
送 も ⾏ っ
ている。 

・場外に⾃社
の冷蔵設備・
倉庫を持って
いる。 
・賃貸の冷蔵
庫も利⽤する
場合がある。 

・競争原理が働
くような仕組みと
することは重要だ
が、基本的に市
場内で取引を⾏
うというルールは
守ってほしい。 

・直荷引きを
禁⽌するので
あれば、卸売
業 者 の 第 三
者販売を認め
るべきでない。

・緩和する場合、
取引関係者は商
品に対する⼗分な
知識が必要となっ
てくる。 

・売り場はコールドチェーンに
対応するなど、温度管理が
できる施設にしなくてはなら
ない。 
・卸売業者の統廃合も⾒
通した施設にしていったほう
がよいのではないか。 

・早期の再整備を望
む。 
・他地域では財務状
況が健全な卸売業
者が合併等を⾏って
いる。⿃取市場でも
財務が健全なうちに
卸売業者の合併が
必要なのではないか
と感じる。 

C 

・量販店
が 7 割を
占める。 
・他市場
への転送
も ⾏ っ て
いる。 

・場外に冷蔵
設備を持って
いる。 

・市場外流通が
増えすぎると市
場の存在意義
なくなってしまう。 

・関連事業者
にとってのメリッ
ト は な い た め
認めるべきで
はない。 

・産地から仕⼊れ
る際には商品を⾒
ることは必須。 
・ただし FAX 注⽂
も⽇常的に受け付
けているため、部分
的な緩和はあって
良い。 

・コールドチェーンの対応は
必須。 
・設備の増強も必要であ
る。単純な取扱量の増加だ
けでなく、様々な種類の商
品に対応できるようにした
い。 

― 

D 

・量販店
が主な取
引先。 

・⾃社の配送
⾞両を持って
いる。 

・市場の存在意
義の観点から、
卸売業者が市
場において安定
的に品揃えを維
持することができ
るルールは維持
したい。 

・買受⼈との
信 頼 関 係 を
考えても、ルー
ル変更は望ま
しくない。 

・緩和は望ましくな
い。 

・柱や外壁の⽼朽化が進ん
でいる。このままの環境では
作業効率が悪い上、働く場
の環境という意味でも⼗分
であるとは⾔えない。 ― 
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図表 36 ⿃取市場の現状に対する関連事業者（１５社）の意⾒ 

 
⿃取市場と
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法改正について

今後の再整備について その他 直荷引きの禁⽌
の緩和 

第三者販売禁⽌の
緩和 

商物⼀致の原則
の緩和 
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・⼀部場内
事業者が冷
蔵設備を利
⽤。 

・営業⽤冷
蔵庫 

・市場内での調
達の状況による。 

・販路拡⼤のために
は緩和してもよい。 

― ― 

・施設の再整備に
伴い、⿃取市場
の冷蔵設備管理
を⼀部担うことも
考えられる。 

F 

・場外卸売
業者との取
引が多い 

・売り場 

― ― ― 

・飲⾷店もあると良い。 
・卸売業者や⼩売店など
が意⾒を出し合って運営
していくことが望ましい。 
・共同配送機能があると
良い。 

・⼩売りの導⼊に
期待している。⾃
社も出店したい。

G 

・場内取引
あり。 

・利⽤して
いない。 

・どちらでもよい。 
・ただし取引を場
内のみに限定する
のは違和感があ
る。 

・緩和した⽅が取引
は活発化する。 
・すでにこの規制は
形骸化している。 

・商品の⽔準を保
つためには維持す
べき。 ― ― 

H 

・ 場 内 で の
取引無し。 

・売り場 
・事務所・
加 ⼯ 場 は
場 外 に あ
る。 

― 

・卸売業者の事業
継続のためには緩
和すべき。 

・せりでの取引は
少なく、相対取引
が多いため、規制
緩和してもよいの
ではないか。 

― 

・再整備後、使
⽤料を払い新市
場に⼊るかは未
定。 
・現状、場内で営
業するメリットはあ
まりない。 

I 

・ 場 内 で の
取引のみ。 

・売り場 
・事務所・
加 ⼯ 場 は
場 外 に あ
る。 

・主たるものは市
場内で調達すべ
き。 
・場内で調達しき
れない場合に市
場外から調達で
きるようにすべき。 

・買受番号を取得
して取引をすればよ
い。 

・商品を⾒定める
ことが卸売業者
の重要な役割。 

― ― 

J 

・場内取引
あり。 

・売り場 
・加⼯場は
場 外 に あ
る。 

・仕⼊れルートが
多様化していると
いう現状に即した
緩和を望む。 

・公設市場として規
制を維持した⽅が
良いのではないか。

・特に⽣鮮⾷品
においては商物
⼀致を維持すべ
き。 
・市場に様々な
商品が集まってく
るため今後も必
要。 

― 

・現施設で特に問
題ない。 
・再整備後、使
⽤料を払い新市
場に⼊るかは未
定。 

K 

・9 割は場
内での取引
だが 1 割は
⽣産者との
直接契約。 

・売り場 
・倉庫・加
⼯ 場 は 場
外にある。 

・事業継続のため
には、緩和が必
要。 

・事業継続のために
は、緩和が必要。 

・商品によって、商
物分離が可能か
どうかは異なる。 
・商物分離のため
には、業者間にお
ける信頼関係が
必要。 

― 

・再整備後、新
市場に⼊るかどう
かは費⽤負担に
よる。 

L ・ 場 内 で の
取引のみ。 

・倉庫・加
⼯場 ― ― ― ・再整備後は仲卸業者と

しての機能を強めたい。 ― 
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ある。 

・市場外取引を⾏
っているため、規制
されると困る。 
・多少は市場の卸
から仕⼊れるべき
だとは感じている。 

・実態としては第三
者販売に近いことが
⾏われており、そちら
の売り上げの⽅が多
いのではないか。 
・規制緩和によって
場内外の事業者の
区別がなくなるように
はしてほしくない。 

・特に⽣鮮⾷品
においては商物
⼀致を維持すべ
き。 
・商物分離とす
るなら⼤⼝の取
引が中⼼となる
のでは。 

・場内外の事業者が全く
同じように⿃取市場の恩
恵を受けられるような状況
は認められない。 
・関連する場外事業者に
も相応の義務を課しつ
つ、場内外⼀丸となって
市場の活性化を⽬指すこ
とが求められる。 

・再整備後、新市
場に⼊るかどうかは
費⽤負担による。 

N 

・ 卸 売 業
者 と の 取
引 は な い
が 、 関 連
事 業 者 と
の取引は
ある。 

・使⽤してい
ない。 

・規制が緩和され
れば⾃社の事業も
やりやすくなる。 
・市場全体としても
商品に多様性が
⽣まれる。 

・すでに規制は形骸
化している。 

・特に⽣鮮⾷品
においては商物
⼀致を維持すべ
き。 ― 

・再整備後、場内
の配送業務を担う
ということも考えら
れる。 

O 

・ほぼ全て
場 内 で の
取 引 だ
が 、 ⽣ 産
者 と の 直
接契約も
ある。 

・ 加 ⼯ 場 ・
倉庫・事務
所 

・場内の卸売業者
と取引すべき。 
・市場の存在意義
を守るため、このル
ールは変更すべき
でない。 

・変更すべきでない。 ・規制緩和して
も問題ない。 

・再整備後は仲卸業者と
しての機能を強めたい。 

・施設は⽼朽化し
ているため、建て替
えを希望する。 
・再整備後、場内
の配送業務を担う
ということも考えら
れる。 

P 

・場内での
取 引 の
み。 

・売り場 
・加⼯場が
場 外 に あ
る。 

・場内の卸売業者
からの調達だけで
⼗分な品揃えを維
持できないため、
規制緩和はやむを
得ないと思う。 

・公設市場としての
機能を維持するため
には、卸売業者が第
三者販売を⾏うべき
でない。 

― 

・⽣産者からの直売等が
増えることで、問屋業・加
⼯業は事業継続が難し
い状況になりつつある。 
・各業者の役割を明確
化した上で、規制は維持
すべき。 

― 

Q 

・8 割が場
内 で の 取
引 だ が 、
関⻄圏の
市 場 と の
取 引 も あ
る。 

・事務所 
・加⼯場が
場 外 に あ
る。 

・事業継続のため
にある程度認めて
ほしい。 
・⽣産者が良い商
品を市場を通さず
出荷するケースが
ある。そういう商品
を仕⼊れたい。 
・⽣産者と直接交
渉できず、卸売業
者を通す必要があ
るとなるとチャンス
ロスが⽣まれかね
ない。 

・仲卸が不要となる
ことは避けたい。 

― 

・市外、県外へと商圏拡
⼤していきたい。 
・市場を通すことで８％の
上乗せ、さらに配送費も
⾼いため、量販店等に卸
せる値段ではなくなってし
まっていることが課題。 
・規制緩和をしてもこれま
での場内取引はこれまで
とおり⾏う。 

― 

R 

・場内での
取 引 の
み。 

・ 事 務 所 ・
作業場 
・倉庫が場
外にある。 

・規模の⼩さい会
社であるため、場
外から仕⼊れるほ
どのニーズはない。
現状の市場内取
引で⼗分。 

・買受⼈としてすでに
多様な業者が場内
で取引を⾏っている。
・規制緩和したところ
で現状とそう⼤きく変
わらないのではない
か。 

・⾷品であるた
め、商物分離は
危険。 

・後継者もいないため、
事業拡⼤のインセンティ
ブもないため、現状のま
まで問題ない。 

・再整備後、新市
場に⼊るかどうかは
費⽤負担による。
市場外で倉庫を
借りる⽅が安けれ
ば、場外に出ること
も考えられる。 

S 

・ 関 連 事
業 者 へ の
販売 はあ
る。 

・売り場・加
⼯場 
・事務所が
場 外 に あ
る。 

― ― ― ― ― 
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（２）ヒアリングのまとめと課題の整理 
ヒアリングによって明らかになった卸売業者・関連事業者の意⾒を以下にまとめる。まとめ

に当たっては、「場内取引」、「法改正に伴う規制緩和」、「施設・設備」、「物流機能」の視点で課
題の抽出を⾏う。 

 

図表 37 経営戦略に係る課題の整理 

視点 ヒアリングのまとめ 経営戦略策定に向けた課題 

施
設
・
設
備 

 主に卸売業者において設備の⽼朽化や
⾯積の不⾜が指摘されている。⼀⽅で、
関連事業者の⼀部では店舗をほとんど
使⽤していない事業者もみられる。 
 場内事業者は現在冷蔵施設をほとんど

利⽤していない。場内事業者は利⽤料
が⾼いことなどから利⽤をやめている状
況。 

 施設の⽼朽化や衛⽣⾯での問題・設備の整
備不⾜に対しては対応の必要がある⼀⽅、施
設⾯積については、後述のとおり必ずしも不⾜
しているとは⾔えず、今後の取扱量の⾒込みや
市場機能の拡充などに照らして、適正な⽔準
となるよう検討する必要がある。 
 冷蔵施設の新市場における位置づけについて

検討する必要がある。 

場
内
の
ル
␗
ル
に
つ
い
て 

場
内
取
引 

 関連事業者には、卸売業者からのみ仕
⼊れを⾏っている場合や全く場内取引が
ない場合もある。 

 卸売業者と全く取引の無い関連事業者につい
て、市場再整備の際に⼊場してもらうかどうか
検討する必要がある。 
 また店舗を単なる物流拠点とし、実質的に使

⽤しないという使⽤形態が許されるのかなど、
店舗の位置づけについても検討の必要あり。

法
改
正
に
伴
う
規
制
緩
和 

 第三者販売や直荷引き・商物⼀致等の
規制に関して、収益の確保・事業継続
のためには規制緩和が必要だという意⾒
と、規制緩和をすれば市場の本来機能
が担保できなくなるという意⾒が対⽴して
いる。 

 ⿃取市場を取り巻く環境として、⼈⼝減少や
⽣鮮⾷料品の⽣産量・消費量・市場経由率
の低下がみられる。場内事業者の事業継続の
ためには規制緩和が必要だという⽅向性に⽴
ちつつ、市場の本来機能を担保するための前
提条件の整備など、どこで線引きを⾏うかが論
点となる。 

新
た
な
機
能
に
つ
い
て 

物
流
機
能 

 現状では、各社が⾃らトラック等を所有
し、各々で配送を⾏っている。 
 関連事業者の中には、配送業を切り出

して⾏ってもよいという意向を持つ者がい
る。 

 物流のコスト削減・効率化のためには共同配
送が考えられる。その場合の担い⼿や仕組み
について検討する必要がある。 

⼩
売
り
の
許
可 

 ⼩売りが許可されれば出店してもよいと
いう意向を持つ者もいる。 
 市場の⼀般開放による混乱を懸念する

意⾒もある。 

 ⼩売りを許可することにより賑わい創出、⿃取
市場の認知度向上などの効果が期待できるた
め、検討の余地がある。 
 市場の⼀般開放に伴う課題について、場内事

業者とともに⼗分に検討する必要がある。 
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４．ヒアリング調査以外の視点に基づく課題認識 

（１）施設の⽼朽化及び耐震強度・強靭性の不⾜ 
⿃取市場の各施設・設備は⽼朽化が進み、近年、修繕費が増嵩している。また、平成２７年度

に場内３つの卸売棟（⻘果・⽔産物・花き）と管理事務所棟の耐震診断を⾏ったところ、Ｉｓ値
（Seismic Index of Structure＝構造耐震指標）が基準値の半分以下であった。これは、震度６
〜７程度の規模の地震に対し、「倒壊または崩壊する危険性が⾼い」とされている⽔準である。 

図表 38 卸売棟の外観（左）と内観（右）  

  
図表 39 冷蔵施設（左）と関連事業者棟（右） 

 

   
 

（２）施設の⾮効率性 
開場以降、⻘果棟別棟の新設（追加）、花き棟の庇増築等、利⽤環境の改良が⾏われてきた。今

後も、継ぎ⾜しで売場⾯積の⾒直しや品質管理のための施設の増築等を⾏うことで、開設当初に
期待されていたと考えられる配置・動線計画の効率的な運⽤が損なわれる可能性がある。 

図表 40 平成６年新設の⻘果棟（左）と庇を増設した花き棟（右） 
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（３）品質管理・衛⽣管理への対応の遅れ 
卸売棟は全て開放的な施設設計となっている。 
利便性は⾼いが、外気遮断・施設内の温度管理ができないため、集荷後の商品が著しく品質劣

化するなど、品質管理・衛⽣管理の⾯で問題がある。 
図表 41 開放型の構造（左）と部分的な低温売り場（右） 

  

 

（４）事務処理等の⾮効率性 
現状、パレットの統⼀、配送の共同化はしておらず、ＩＣタグによる商品等の管理も⾏われて

いない。各段階において、流通機能を効率化する必要がある。 
また、「⿃取市公設地⽅卸売市場条例」上、市場関係者間では様々な申請、届出、報告、登録等

の事務処理が必要であるが、システム化が遅れており、その⼿続きが煩雑となっている。 

 

（５）⿃取市場の⼀体的な施設整備の障害となる⼟地・建物の所有権問題 
施設の耐震補強や建替を⾏う場合、⼟地の形状等を踏まえた将来像の検討が必要である。 
しかしながら、現状、⼟地と建物が⼀部⺠間（関連事業者棟及び関連事業者（ニチレイ））に譲

渡されており、場内の⼟地・建物の所有者として、市と場内事業者が混在している状況である。 
今後の施設整備に当たっては、場内の⼟地・建物の取扱いは⼤きな課題となると考えられる。

場内事業者が市場施設の⼀体的な再整備を望む場合は、関連事業者の各社が主体的に当該⼟地・
建物の所有権及び附帯担保権の整理などに取り組むことが求められる。 
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図表 42
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売市場の

⼤幅に変化し
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整備等政策・
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性化の拠点と
不変的役割・
再構築を通じ
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の将来像
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農林⽔産物輸
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として、持続

機能と時代
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推進していく
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図表 43

32 

 戦略の⽅向向性（案） 
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２．戦略の検討に向けた提案の前提 

（１）適正規模に対する考え⽅ 

卸売業者の意向調査時に売り場⾯積拡⼤の要望があったが、各部⾨の売り場⾯積の拡⼤に関し
ては、将来的な取扱量の⾒込み等の詳細な予測に加えて、現状が他市場に照らして適正な規模と
なっているかについての検証を⾏う必要がある。 

そのため、まずは現在の⿃取市場の施設規模に対する取扱量について、他都市の卸売市場と⽐
較を⾏う。⽐較対象は政令指定都市を除く県庁所在地の卸売市場とした。（図表 44 参照） 

※ ⿃取市場との⽐較が可能なデータの収集のできなかった市場については除外。 
 

図表 44 ⽐較対象とする卸売市場 

市場の名称 市
甲府市地⽅卸売市場 甲府市

⼭形市公設地⽅卸売市場 ⼭形市
徳島市中央卸売市場 徳島市
福井市中央卸売市場 福井市

⽔⼾市公設地⽅卸売市場 ⽔⼾市
⻘森市中央卸売市場 ⻘森市

秋⽥市公設地⽅卸売市場 秋⽥市
⾼知市中央卸売市場 ⾼知市

⼤津市公設地⽅卸売市場 ⼤津市
盛岡市中央卸売市場 盛岡市

福島市公設地⽅卸売市場 福島市
和歌⼭市中央卸売市場 和歌⼭市

宮崎市中央卸売市場（⻘果） 
宮崎市公設地⽅卸売市場（⽔産・花き）

宮崎市 

岐⾩市中央卸売市場 岐⾩市
富⼭市公設地⽅卸売市場 富⼭市

⾼松市中央卸売市場 ⾼松市
⻑崎市中央卸売市場 ⻑崎市
⾦沢市中央卸売市場 ⾦沢市

⼤分市公設地⽅卸売市場 ⼤分市
松⼭市中央卸売市場（⻘果・花き） 

松⼭市公設⽔産地⽅卸売市場（⽔産）
松⼭市 

宇都宮市中央卸売市場 宇都宮市
⿅児島市中央卸売市場 ⿅児島市

（出典）各市場 HP 

 
 
 



34 
 

鳥取市
甲府市 山形市

徳島市

福井市

水戸市

青森市

秋田市

高知市

大津市

盛岡市

福島市

和歌山市

宮崎市

岐阜市

高松市

金沢市

大分市

宇都宮市

鹿児島市

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

0 5,000 10,000 15,000 20,000 25,000

平
成

2

8

年
取
扱
量
（
t
）

面積（㎡）

鳥取市

甲府市

山形市

徳島市

福井市

水戸市

青森市

秋田市 高知市

大津市

盛岡市

福島市

和歌山市

宮崎市

岐阜市

高松市

金沢市

大分市
宇都宮市

鹿児島市

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000 12,000

平
成

2

8

年
取
扱
量
（
t
）

面積（㎡）

以下に、各市場の⾯積と取扱量の関係を⽰す。 

⻘果・⽔産物ともに他都市の卸売市場に⽐べ、⿃取市場は売り場⾯積に対して取扱量が低いと
いうことが分かった。 

売り場⾯積の拡⼤を望む声があったが、売り場⾯積の拡⼤による取扱量の増加ではなく、まず
は効率的な利⽤を⽬指す必要があると考えられる。 

さらに、規制緩和を⾏った場合も、卸売業者及び新たに制度として導⼊すべき仲卸業者が販路
拡⼤等を進める意思が弱いのであれば、売り場⾯積を含めた施設規模の縮⼩も視野に⼊れて検討
を進めるべきである。 

 

図表 45 ⾯積と取扱量の関係（⻘果） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表 46 ⾯積と取扱量の関係（⽔産物） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⼀⽅で、再整備後の施設はコールドチェーン対応等による電気設備関係のスペース増加が想定

されるため、施設全体としての⾯積は、売り場⾯積を現状のままとしても、増えることが想定さ
れる。 



 

（２）

現在、
ている。
程度であ

また、
部の⽴体
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図表 47 駐
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（３）備えるべき施設・機能の整理の考え⽅ 

ⅰ．売り場⾯積の調整 
前述のとおり、⿃取市場は売り場⾯積に対して取扱量が低い。これに加えて、P14：「図表 20 ⾷

品等流通合理化法への対応例」で⽰した、パレット輸送による積み下ろしの円滑化などが進むの
であれば、売場⾯積は縮⼩を視野に⼊れた検討を⾏う余地がある。 

しかしながら、施設全体で⾒た場合は、コールドチェーン機能の追加や仲卸業者登録制度の導
⼊など、⾯積が増える要素も多いため、今後は必要な機能を整理したうえで、詳細に検討してい
くことが求められる。 

なお、全国的に公共施設の廃⽌・縮⼩が進んでいることを考えると、検討に当たっては、⺠間
事業者の意⾒も⼤いに参考とすることが望ましい。 
 

ⅱ．品質保全・作業環境向上が可能な荷捌スペースの整備 
新たに閉鎖型施設を整備することとしないのであれば、夏場や荒天時等における商品劣化を防

ぐため、⼤屋根等による天候に左右されない荷捌場の整備を推進し、品質管理⽔準⾼度化と荷卸・
荷捌作業の効率化を推進する。 

また、費⽤は増加するが、コールドチェーン対応の閉鎖型施設を整備する場合、 ⼀般的に、低
温の荷捌場等にはそれぞれの商品に応じて常温（１０〜１５℃）、冷蔵（－５〜５℃）、冷凍（－
１５℃以下）の異なる温度帯での保管が可能な区画が必要となり、現状より多くの⾯積が必要と
なる。そのため、施設の重層化や、垂直搬送機・エレベーターを設置するなどの⼯夫が必要とな
る。 

 

ⅲ．場内動線整理・効率化 
整備する施設や導⼊する機能に合わせ動線計画を⾏う。 
特に、駐⾞場利⽤については今後取扱量が増加すればピーク時の駐⾞場不⾜が懸念される。そ

のため、利⽤許可については、許可条件を改定した上で、再度許可する必要がある。また、無許
可の駐⾞を減らすための仕組み（ゲートの設置、警備員の配置等）も検討していく必要がある。 

また、関連事業者による⼟地・建物の所有権問題が解決されない場合は、関連事業者利⽤の駐
⾞スペースは有料化を検討するとともに、効率的な管理のため、⻘果・⽔産物・花き等とのゾー
ン分けを進める必要がある。 

ただし、場内事業者の視点ごとに場内の利⽤権限が異なってくると、ゾーン間の⾏き来が簡便
でなくなり、⾮効率になってしまう可能性がある。 
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第５章 ⿃取市公設地⽅卸売市場の在り⽅に対する提案 

第２章・第３章での現状の把握や課題の認識と第４章での将来像を踏まえ、今後の⿃取市場の在
り⽅に対して以下を提案する。 
 

1.【提案】建替の採⽤ 

（１）前提条件 

３章 4.ヒアリング調査以外の視点に基づく課題認識で触れたように、早期に耐震改修もしくは
建替を⾏うことが求められる。 

その前段として、施設⾯の課題を以下に整理する。ただし、いずれにせよ耐震化・コールドチ
ェーン対応・ＨＡＣＣＰ対応の実施が必須であることから、閉鎖型の施設を前提として検討を⾏
う。 

 

図表 48 ⿃取市場における主な施設⾯の課題 

課題の内容 緊急性 
施設・設備の全体的な⽼朽化・耐震性能低下 ⾼ 
求められる機能⽔準（コールドチェーン化等）に未対応 ⾼ 
求められる品質管理⽔準（ＨＡＣＣＰ対応等）に未対応 ⾼ 

 
 

（２）建替と耐震改修の⽐較検討 

図表 49 は、他地域の卸売市場の意⾒およびこの報告書作成に当たり実施した⺠間の建設業者へ
のヒアリングを踏まえ、⿃取市場再整備における建替と改修の⽐較を⾏ったものである。 

 

図表 49 ヒアリングを踏まえた建替・改修の⽐較 

必要条件 建替・改修の考え⽅
施設の機能向上 

（耐震化・コールド
チ ェ ー ン 対 応 ・
HACCP 対応等） 

・⼀般的には建替・改修のいずれも対応可能だが、改修では抜本的な機能向上が難
しい可能性がある。 

・（補助を受けて整備するという前提であれば）改修後⼀定期間は使い続けなくて
はならないため、改修で空間利⽤の制約を受けながら使い続けるよりも、建替で
施設課題を⼀掃した⽅が良い。 

・⿃取市場の現施設では、構造上改修ではコールドチェーンの対応が難しい可能性
がある。 

・特に電気設備については⽼朽化が著しく、そのまま利⽤し続けることはできない。
費⽤⾯ ・初期投資が少なく済むのは改修だが、そう⼤きな違いはない。維持管理費は改修

の⽅が多くなる。
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施設計画の柔軟性 
（売り場⾯積の調整
等） 

・建替・改修のいずれも各⾯積の調整は可能。 
・改修によって売り場⾯積を調整する場合、本来改修の強みでもある既存施設の活

⽤が難しくなる。 
・耐震改修は、補強材による動線の分断等、空間利⽤に制約が⽣じる可能性がある。

 
上記を踏まえ、想定される施設機能等の必要条件に対する建替または改修の優位性を表した表

は次のとおり。 

図表 50 想定される施設機能等の必要条件 建替・改修の⽐較 

必要条件 前提条件 建替 改修
コールドチェーン対応 閉鎖型の施設 ◎ ○
ＨＡＣＣＰ対応 ⼀体型の施設 ◎ ▲
売り場⾯積の適正化 取扱量⾒込・適正⾯積 ◎ ▲
円滑な⾞動線、荷捌きスペース 適正駐⾞⾯積算定 ○ ▲
関連事業者棟・冷蔵施設も含めた敷地の有効活⽤ ◎ ○
動線混雑と作業時間・負担増加等への効率化 動線整理の推進 ◎ ▲
共同利⽤が可能な加⼯・配送施設の整備 ⼀体型の施設 ◎ ▲
PPP／PFI ⽅式等⺠間活⼒の導⼊ 関係者主体の整備・運営 ▲ ▲
⼯事期間中の市場機能維持 施設の順次建て替え ○ ◎
⼯事ヤード確保と⼯事⽤動線と運⽤動線の整理 各社の利⽤⽅針検討 ▲ ○
コ
ス
ト 

イニシャルコスト ○ ◎
ランニングコスト ○ ▲
ライフサイクルコスト ◎ ○

例）◎：最適、○：適、▲：対応困難

 

（３）まとめ 

以上のことを踏まえれば、施設機能⾯・費⽤⾯から⾒て、施設の再整備は建替が有効である。 
なお、⻘果・⽔産物・花き分散型の建替の場合、新施設の⼯事期間中も機能の維持が必要なた

め、順次、場内での施設⼯事が必須（ローリング）となり、⼯事ヤードの確保と⼯事⽤動線と運
⽤動線の整理のため、各棟の⼯事期間中の施設利⽤⽅法を検討する必要が⽣じる。また、⼀体型
の建替を⾏うのであれば、建設地として最も可能性の⾼い駐⾞場が使⽤できなくなるため、駐⾞
スペースの確保が課題となる。いずれにしても、具体的に整備構想を策定する際は、複数の建替
案について、費⽤対効果の詳細な検証を⾏いながら最終的な整備⼿法を決める必要がある。 
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2.【提案】卸売業者・仲卸業者の連携による流通合理化とＨＡＣＣＰ取得推進 

近年⾷の消費環境においては「品質」の重要性が⾼まっており、卸売市場においても⾷品流通
環境における「品質管理」⽔準の確保・向上は必須事項となりつつあるため、⿃取市場において
も、場内事業者が⼀丸となって流通の合理化やＨＡＣＣＰ取得を⽬指していくことが求められる。 

 

（１）⻘果・⽔産物・花きにおける加⼯・物流機能強化 

法改正と将来の経営安定化を⽬指し、新たに仲卸業者登録制度の導⼊を進めるとともに、当該
仲卸業者を含む場内事業者が連携して共同配送を⾏うことが前提となるが、共同利⽤が可能な加
⼯・配送スペースを確保する。 

なお、この場合は、⾏政と場内事業者の双⽅において業務・費⽤分担を協議し、ＰＰＰ／ＰＦ
Ｉ⽅式等⺠間活⼒の導⼊による施設整備・運営についても検討する。 
 

（２）⾷品流通衛⽣管理診断・市場品質管理体制再構築 

市場内の卸売業者・仲卸業者ともに、将来的なＨＡＣＣＰ認証の義務化に備え、「衛⽣管理計画
書」の作成等、認証に向けた対応を⼀丸となって⾏う。 

また、⿃取市場全体の品質管理強化に向けて⿃取市場運⽤・管理マニュアルを策定し、それに
基づき、施設管理⽔準を向上させる。 
 

（３）市場内禁煙の徹底 

市場内（施設内）における禁煙を徹底し、同時に罰則規程等の検討・策定を推進し、施設管理
⽔準を向上させる。 
 

（４）品質管理講習の継続的実施 

めまぐるしく変わる品質管理関連制度及び社会的要請等を踏まえて、品質管理に関する講習等
を定期的に実施するとともに、⿃取市場運⽤・管理マニュアルの改定等を適宜、⾏う。 
 

（５）⾷品安全・健康等情報発信強化 

取扱う⾷品の安全性・取組等についての取引先や市⺠等への情報発信を強化し、「⾷に関する安
全・安⼼知識」の醸成を図るとともに、⿃取市場の信頼性を⾼める。 
 

（６）市場全体における規格認証等の推進 

場内事業者のＨＡＣＣＰ認証に向けては、開設者である⿃取市も別途、⽀援策の検討を進める。
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3.【提案】直荷引（仲卸制度導⼊に合わせた）と第三者販売の適⽤ 

卸売市場法の改正等に伴い、⼤きく緩和された３点の原則については、今後、⿃取市場の卸売
市場としての機能維持の観点から、規制緩和の趣旨を踏まえつつ、⿃取市場に合った柔軟な対応
が求められる。⿃取市場の現状を鑑み、各項⽬について以下に対応の⽅向性を⽰す。 

 

（１）関連事業者の仲卸業者登録の推進と直荷引の条件付解禁 
⿃取市場の流通圏の⼈⼝減少や消費者のライフスタイルの変化に伴う⽣鮮⾷料品等離れが今

後も進展することを踏まえれば、今後、取引の増⼤が期待される輸出も念頭に置いたビジネスモ
デルの構築も検討していく必要性が⾼く、⿃取市場の抜本的な機能拡充は⽋かせない。  

現状、場内事業者として卸売業者、関連事業者の 2 者が位置づけられているが、制度として新
たに仲卸業者を位置づけるとともに、⼩ロットのため卸売業者の集荷に乗り難いものに限るなど
⼀定の条件のもとで、農産物等を仲卸業者が産地から直接仕⼊れる「直荷引き」を⿃取市場とし
て認め、販路の拡⼤を⽬指すべきである。 

 

（２）卸売業者の第三者販売規制の緩和 
⼀部の例外を除き卸売業者の第三者販売は禁⽌されているが、現状では、⼀部の例外について

も、開設者の承認が実施後に⾏われるなど形骸化しており、卸売市場として求められる本来の機
能を保持していくためには、⾒直しが必要である。 

このため、各卸売市場での需給の状況に応じて他市場の卸売業者⼜は他市場の買受⼈との間で
農産物等の過不⾜を迅速かつ柔軟に調整できるよう「卸売業者による第三者販売」を⿃取市場と
して認めるべきである。 

 
 
（３）商物⼀致の原則の維持 

商物⼀致の原則の最⼤のメリットは、卸売業者・仲卸業者の知識や経験による⽬利きである。
場内事業者からも、この商物⼀致の原則の維持は、市場としてのアイデンティティであり継続す
べきという意⾒が多かった。 

この「⽬利き」が効かなくなる商物分離については、取引された⽣鮮⾷料品等に対するクレー
ムが増⼤する可能性があり、⿃取市場の信⽤を失墜させる恐れがある。 

このため、当分の間は、商物⼀致の原則を維持することが望ましい。 
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4．【提案】⺠間活⼒の導⼊を視野に⼊れた適正な管理運営 

⿃取市場は、現在、場内の卸売業者と関連事業者で構成される組合により管理されているが、
⿃取市が推進するファシリティマネジメントの観点に⽴てば、新しい市場の設計・施⼯・管理、
運営の各段階で、⺠間の専⾨的な知⾒を反映させることができる機会を創出することが重要とな
る。 

このため、現在は指名制による指定管理者の選定を⾏っているが、今後、整備計画の策定に合
わせて、新たな⺠間活⼒導⼊も視野に⼊れた管理運営事業者の選定を⾏うことが望ましい。 
 

（１）施設整備も含めたＰＰＰ導⼊の検討 
再整備に当たっては、「第５章１.【提案】建替の採⽤」で⽰した通り、コンパクトで効率的な

施設の整備・運営・管理が求められる。ＰＦＩ事業の活⽤など⺠間活⼒の導⼊を図ることで、建
設コストや市場使⽤料の抑制を始め、健全な市場会計を維持しながら計画的な施設の整備・運営・
管理が期待できる。 

特に、⺠間活⼒を導⼊した市場の管理運営⼿法としては以下の形態が考えられる。整備及び運
営を⾏政が担う直営型以外であれば、現在の⿃取市場と同じく指定管理者制度を導⼊する公設市
場が多い。 

 

図表 51 卸売市場の管理・運営事業⼿法類型 
形態 概要 導⼊市場 

第３セクター⽅式 
⾏政・⺠間の共同出資により第３セ
クターを設⽴し、管理・運営を担う
⽅式 

⾼崎市総合地⽅卸売市場・京都府南
部総合地⽅卸売市場 等 

指定管理者制度 
場内事業者等が出資等により指定
管理者を設⽴し、管理・運営を担う
⽅式 

三重県地⽅卸売市場・川崎市地⽅卸
売市場南部市場・⼤阪府中央卸売市
場 等 全国多数 

PFI 事業⼿法 ⺠間事業者に対して⻑期間⼀括し
て整備や管理・運営を発注する⽅式 神⼾市中央卸売市場本場 

⺠営化 
施設整備後に施設を譲渡等により
⺠間事業者が開設者として管理・運
営を担う⽅式

湘南藤沢地⽅卸売市場 等 

 
 

（２）市場全体のコンプライアンス及び経営⽔準向上⽀援 
社会的要請や環境変化等も踏まえ市場全体のコンプライアンスを向上させるため、関係者全体

の合同研修等を企画・実施する。 
経営改善と持続性確保のため、経営改善指導に留まらず、専⾨家派遣等により指導・改善（必

要に拠っては経営統合等）の⽀援を充実する。 
 

（３）市場全体のＢＣＰ（業務継続計画）を策定・運⽤ 
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⼤規模な災害等の緊急事態が発⽣した場合も、⽣鮮⾷品の安定的な供給を維持するために、開
設者・市場関係者間で連携可能なＢＣＰ（業務継続計画）を策定・運⽤する。 

計画策定に当たっては、事業者単独での取り組みだけでなく、市場関係者や開設者である⿃取
市との協⼒・連携も含めた検討を⾏う必要がある。特に、卸売業者については、他市場関係者と
の相互⽀援協定の締結等、災害発⽣時に同時被災の可能性の低い事業者からの⽀援を受けられる
ような仕組みをつくっておく必要がある。 

また、ＢＣＰの運⽤⽔準を⾼度化するため、市場関係者全体で⼤規模災害等を想定した訓練を
定期的に実施するとともに、適宜、その改定を⾏う。 
 

（４）各種事務⼿続等の合理化・簡素化 
開設者・市場関係者間で様々な申請・承認⼿続が必要となっている。この⼿続きを必要最⼩限

に限定し、合理化・簡素化すべきである。また、現在、全国各地の卸売市場で IT 化等による効率
化が計画されており、今後多くの卸売市場で先端技術を活⽤した業務効率化が推進されていくこ
とが予想される。他市場との競争性を確保するためにも、各種⼿続については、ICT を活⽤して
システム化を図り、ペーパーレス化等作業・費⽤軽減を推進すべきである。 

 

図表 52 他都市の事例（参考） 
他市場・市場関係者等 取組内容

⾼崎市総合地⽅卸売市場 
 ⾼崎市と⻘果・⽔産物卸売業者の出資による第３セクターを開

設者とした市場経営を実施 
 市場活性化及び新規収益確⽴に向けた新規事業を創出・実施

⼤阪府中央卸売市場 
北部市場 

 卸売業者・仲卸組合出資の管理団体を指定管理者とする指定管
理者制度を導⼊し、機能強化に向けた整備・運⽤を実施 

 ⼤阪府と連携し、市場活性化事業を企画⽴案・実施 

仙台市中央卸売市場 
 開設者・市場関係者間の申請・承認⼿続を廃⽌等簡素化 
 申請・承認⼿続の⼀部を電⼦化することで開設者業務の効率化

と管理運営費⽤の削減を推進
（出典）各市場 HP 
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５．【提案】地域経済活性化を⽬指した⽣産者との関係強化 

販路拡⼤等による新たなビジネスモデルの検討に加え、本来の流通圏の産地と実需者をつなぐ
という役割に対しても、機能強化を図るべきである。 

⿃取市場は、市場の最⼤命題である「適正価格の形成」が必ずしも機能していない状況にあり、
そのことを象徴するように、地元⽣産者からの調達率が低い品⽬が存在する。 

⼩売店などの実需者ニーズと集荷された産品が適合していないのであればやむを得ないが、そ
うでないならば、地元の⽣産者から選ばれる市場へと変⾰すべきである。 

また、今後、⿃取市場が経済の活性化拠点として地域経済をけん引していこうとするのであれ
ば、市場の⼀般開放や⾼値で売れる産品⽣産指導など⽣産者の育成を積極的に進めていくことが
望ましい。   
 

（１）地元⽣産者の育成・⽀援 
川下と連携した商品開発を⾏い、地域ニーズに応じて地元⽣産者の育成を⾏う。 
特定産地⼜は⽣産者との⻑期的な契約取引等により、地場産品を継続的に買い⽀える。 

 

（２）地域内定期交流会の開催、消費者への周知・啓蒙活動 
⿃取市場が主体となり、定期的に地元の⽣産者と⼩売店・実需者等の交流会・商談会を開催す

る。市場まつりに加え、料理教室の開催、セミナー等により、地場産品への理解醸成を⾏う。 
地元教育機関との連携により、地産地消に係る⾷育の⽀援を⾏う。 

 

（３）公的施設での地元⾷材活⽤ 
学校給⾷や福祉施設等、公的な地域実需者が地場産品を活⽤しやすいよう、開設者・市場関係

者が⼀体となった営業活動を展開する。 
 

（４）６次産業化への参画 
⽣産者と実需者のコーディネートによる商品開発・⾼付加価値化を⽀援し、６次産業化を通じ

た地場産品の活⽤促進を図る。 
 

（５）⺠間事業者の参⼊ 
市場関係者と連携した賑わい創出・情報発信によって、市場の魅⼒向上を⽬指すため、再整備

に伴い飲⾷・⼩売り等を⾏うことが可能な区域の設置について検討を進め、⺠間事業者の参画を
促す。 
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６．【提案】経営戦略の計画期間 

 総務省が平成２６年８⽉に発出した「公営企業の経営に当たっての留意事項について」（平成２
６年８⽉２９⽇付け通知）において⽰されている「第２．公営企業の計画的経営の推進に関する
事項」では、経営戦略策定に当たって、中⻑期的な視点に⽴った「投資・財政計画」の策定を要
請しており、このことから、経営戦略の計画期間は、１０年以上とすることが基本的事項に据え
られている。 
 しかしながら、これまで述べてきたとおり、卸売市場を取り巻く環境の変化は著しく、計画期
間の⻑期化は、計画そのものの形骸化を招く恐れがあるため、当⾯の間、計画期間を１０年と設
定し、適宜、⾒直しを図っていくことが望ましい。 
 

 


